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［決算額については、百万円単位で整理した。］ 

１１ 予予 算算 執執 行行 のの 概概 況況

令和６年度は、以下の方針に基づき当初予算を編成した。

① 第１次実施計画事業の推進

２年次目である第１次実施計画について、事業費の精査を行ったうえで、事業の

着実な推進を図る。

② 財政の健全性の維持に向けた取組み及び行政改革の推進

財政の健全性の維持に向けた取組み及び行政改革の取組みを着実に推進するとと

もに、改善策については、的確に予算に反映させる。

特に、既存の事務事業については、適宜、事業効果や必要性について検証を行い、

状況に応じて見直しを図る。

当初予算の編成後、長期化する物価高騰への対策として市民生活や事業活動への支援を

機動的に行うなど、一般会計で計７回にわたる補正予算を編成した。

予算の執行にあたっては、経済情勢による税収等への影響や国庫補助金等について国の

動向を注視するとともに、持続可能な財政構造の確立に向け令和４年３月に策定した「千

葉市中期財政運営方針」を踏まえ､歳入確保に万全を期すことはもとより、物価高騰により

行政コストが増加する中、歳出においても、最少の経費で最大の効果を挙げるよう、計画

的かつ効率的な予算執行に努めた。

この結果､一般会計の決算額は､歳入が 億 万円、歳出が 億 万円

となった。

また、特別会計（企業会計の病院事業､下水道事業、農業集落排水事業及び水道事業を除

く。） 会計の決算総額は、歳入が 億 万円、歳出が 億 万円とな

った。
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２２ 一一 般般 会会 計計 決決 算算 のの 概概 要要

一般会計は、予算現額 億 万円に対し、歳入決算額は 億

万円、歳出決算額は 億 万円となった。

歳入歳出の差し引き額は 億 万円で、翌年度への繰越事業充当財源

億 万円を差し引いた実質収支は 億 万円の黒字となった。

歳 入

款別の主な内訳は、表２のとおりである。

① 市 税

決 算 額 は 億 万 円 と な り 、 構 成 比 は ％ 、 前 年 度

に 比 べ 億 万 円 、 ％ の 増 と な っ た 。

こ れ は 、 法 人 市 民 税 が 申 告 税 額 の 増 に よ り 増 額 と な っ た ほ か 、

固 定 資 産 税 が 償 却 資 産 の 設 備 投 資 等 の 増 に よ り 増 額 と な っ た こ と

な ど に よ る も の で あ る 。
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２２ 一一 般般 会会 計計 決決 算算 のの 概概 要要

一般会計は、予算現額 億 万円に対し、歳入決算額は 億

万円、歳出決算額は 億 万円となった。

歳入歳出の差し引き額は 億 万円で、翌年度への繰越事業充当財源

億 万円を差し引いた実質収支は 億 万円の黒字となった。

歳 入

款別の主な内訳は、表２のとおりである。

① 市 税

決 算 額 は 億 万 円 と な り 、 構 成 比 は ％ 、 前 年 度

に 比 べ 億 万 円 、 ％ の 増 と な っ た 。

こ れ は 、 法 人 市 民 税 が 申 告 税 額 の 増 に よ り 増 額 と な っ た ほ か 、

固 定 資 産 税 が 償 却 資 産 の 設 備 投 資 等 の 増 に よ り 増 額 と な っ た こ と

な ど に よ る も の で あ る 。

［決算額については、百万円単位で整理した。］ 

②  国庫支出金

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、新型コロナウイルスワクチン接種関連収入が減額となったものの、

新清掃工場整備事業などの進捗に伴い循環型社会形成推進交付金収入が増額

となったことなどによるものである。

③  市 債

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、新清掃工場整備事業などの進捗に伴い建設事業債が増額となったこ

となどによるものである。

④  地方交付税

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、地方交付税の原資となる国税収入の増などに伴い地方交付税総額が

増となったことから、普通交付税が増額となったことなどによるものである。

⑤  県支出金

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、認可保育施設の入所児童数の増に伴い子ども・子育て支援給付費収

入が増額となったことなどによるものである。

⑥  地方消費税交付金

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

⑦  諸 収 入

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の減となった。

これは、融資残高の減に伴い中小企業資金融資預託金収入が減額となったこ

となどによるものである。

⑧  繰 入 金

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、財政調整基金繰入金や文化基金繰入金、職員退職手当基金繰入金が

増額となったことなどによるものである。
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歳 出

款別の主な内訳は、表３のとおりである。

① 民 生 費

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、国の経済対策に伴い定額減税調整給付金の支給に係る経費が増額とな

ったほか、認可保育施設の入所児童数の増に伴い子ども・子育て支援給付事業費

が増額となったことなどによるものである。

② 教 育 費

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、稲毛国際中等教育学校校舎の大規模改修工事の進捗に伴い中学校校舎

等改修事業費が増額となったことなどによるものである。
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歳 出

款別の主な内訳は、表３のとおりである。

① 民 生 費

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、国の経済対策に伴い定額減税調整給付金の支給に係る経費が増額とな

ったほか、認可保育施設の入所児童数の増に伴い子ども・子育て支援給付事業費

が増額となったことなどによるものである。

② 教 育 費

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、稲毛国際中等教育学校校舎の大規模改修工事の進捗に伴い中学校校舎

等改修事業費が増額となったことなどによるものである。

［決算額については、百万円単位で整理した。］

 
 
③  土 木 費  

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、整備量の増に伴い市有建築物保全計画事業費が増額となったことなど

によるものである。  
 
④  衛 生 費  

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、新型コロナウイルスワクチン接種事業費が減額となったものの、事業

の進捗に伴い新清掃工場整備事業費が増額となったことなどによるものである。 
 
⑤  公 債 費  

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の減となった。

これは、償還元金が減額となったことなどによるものである。  
 
⑥  総   務  費  

決算額は 億 万円となり、構成比は ％､前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、新たに創設した前澤友作アートのまちづくり基金への積立金が増額と

なったことなどによるものである。  
 
⑦  消 防 費 

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、共同指令センター指令システムや消防救急デジタル無線機等の更新に

係る経費が増額となったことなどによるものである。

 
⑧  商 工 費  

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の減となった。

これは、融資残高の減に伴い中小企業資金融資事業費が減額となったことなど

によるものである。  
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［決算額については、百万円単位で整理した。］

３３ 一一 般般 会会 計計 のの 財財 政政 構構 造造

歳 入

自主財源と依存財源の状況は、表４のとおりである。

① 自主財源

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは､市税や繰入金が増額となったことなどによるものである。

② 依存財源

決算額は 億 万円となり､構成比は ％、前年度に比べ 億 万円、

％の増となった。

これは、地方交付税や地方特例交付金が増額となったことなどによるものである。
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［決算額については、百万円単位で整理した。］

３３ 一一 般般 会会 計計 のの 財財 政政 構構 造造

歳 入

自主財源と依存財源の状況は、表４のとおりである。

① 自主財源

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは､市税や繰入金が増額となったことなどによるものである。

② 依存財源

決算額は 億 万円となり､構成比は ％、前年度に比べ 億 万円、

％の増となった。

これは、地方交付税や地方特例交付金が増額となったことなどによるものである。

［決算額については、百万円単位で整理した。］

歳 出

性質別の状況は、表５のとおりである。

① 義務的経費

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の増となった。

これは、定年年齢の段階的な引き上げに伴う退職手当の増や給与改定などにより人件

費が 億 万円の増額となったほか、定額減税調整給付金や子ども・子育て支援

給付事業費の増などにより扶助費が 億 万円の増額となったことなどによるもの

である。

② 投資的経費

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億 万円、

％の増となった。

これは、中学校校舎等改修事業費の増などにより単独事業費が 億 万円の増額

となったほか、新清掃工場整備事業費の増などにより補助事業費が 億 万円の増

額となったことなどによるものである。

③ その他の経費

決算額は 億 万円となり、構成比は ％、前年度に比べ 億

万円、 ％の減となった。

これは、下水道事業負担金の減などにより補助費等が減額となったほか、中小企業資

金融資事業費の減などにより貸付金が減額となったことなどによるものである。

- 7 -



４４ 特特 別別 会会 計計 決決 算算 のの 概概 要要

特別会計（企業会計の病院事業､下水道事業、農業集落排水事業及び水道事業を

除く。） 会計は、歳入決算額は 億 万円、歳出決算額は 億

万円となった。

会計ごとの決算の状況は、表６のとおりである。

 

表６
（単位：百万円）

歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

霊 園 事 業

競 輪 事 業

地 方 卸 売 市 場 事 業

都 市 計 画 土地 区画 整理 事業

市 街 地 再 開 発 事 業

動 物 公 園 事 業

公 共 用 地 取 得 事 業

学 校 給 食 事 業

公 債 管 理

計

※各会計毎に表示単位未満を四捨五入しているので、計と一致しない場合がある。

会　　計　　名
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４４ 特特 別別 会会 計計 決決 算算 のの 概概 要要

特別会計（企業会計の病院事業､下水道事業、農業集落排水事業及び水道事業を

除く。） 会計は、歳入決算額は 億 万円、歳出決算額は 億

万円となった。

会計ごとの決算の状況は、表６のとおりである。

 

表６
（単位：百万円）

歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

霊 園 事 業

競 輪 事 業

地 方 卸 売 市 場 事 業

都 市 計 画 土地 区画 整理 事業

市 街 地 再 開 発 事 業

動 物 公 園 事 業

公 共 用 地 取 得 事 業

学 校 給 食 事 業

公 債 管 理

計

※各会計毎に表示単位未満を四捨五入しているので、計と一致しない場合がある。

会　　計　　名

①  国民健康保険事業特別会計

決算額は、歳入が 億 万円、歳出が 億 万円となった。

歳入は、国民健康保険料が 億 万円、国・県支出金が 億 万円、

一般会計からの繰入金が 億 万円となった。

歳出は、保険給付費が 億 万円、千葉県へ支払う国民健康保険事業費

納付金が 億 万円となった。

② 介護保険事業特別会計

決算額は、歳入が 億 万円、歳出が 億 万円となった。

歳入は、介護保険料が 億 万円、国・県支出金が 億 万円、

社会保険診療報酬支払基金からの介護給付費等交付金が 億 万円、一般

会計からの繰入金が 億 万円となった。

歳出は、保険給付費が 億 万円、地域支援事業費が 億 万円とな

った。

③ 後期高齢者医療事業特別会計

決算額は、歳入が 億 万円、歳出が 億 万円となった。

歳入は、後期高齢者医療保険料が 億 万円、一般会計からの繰入金が

億 万円となった。

歳出は、千葉県後期高齢者医療広域連合への納付金が 億 万円となっ

た。

④ 競輪事業特別会計

決算額は、歳入が 46 億 5,100 万円、歳出が 46 億 1,100 万円となった｡ 
歳入は、勝者投票券売上が 38 億 8,300 万円となった。  
歳出は、開催費が 43 億 3,500 万円、一般会計への繰出金が 1,600 万円となっ

た。  

⑤ 公債管理特別会計

決算額は、歳入歳出それぞれ 1,374 億 9,500 万円となった｡ 
歳入は、各会計等からの繰入金が 1,044 億 7,300 万円、借換債が 326 億 8,100 万

円となった。  
歳出は、元金が 991 億 2,300 万円、市債管理基金積立金が 322 億 8,000 万円

となった。  
［決算額については、百万円単位で整理した。］
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５５　　決決  算算  額額  状状  況況  表表

（（１１））各各会会計計別別決決算算総総括括表表

収 入 済 額

（注）１  収入済額欄の（　）内書は、還付未済額を示す。

      ２  特別会計、企業会計については、各会計毎に表示単位未満を四捨五入してあるので、小計と一致

        　しない場合がある。

農 業 集 落
排 水 事 業

△

資本的収支
支 出

収 入 △

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

競 輪 事 業

歳 入

介 護 保 険 事 業

一   　　般 　　　　会  　  　計

会　　　計　　　別

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

増　減　額

△

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

霊 園 事 業

予 算 現 額

△

水 道 事 業
収 入

資本的収支

公 債 管 理

学 校 給 食 事 業

小　　　　　　　　　　計

下 水 道 事 業

資本的収支
支 出

収 入

計

収 入
資本的収支

特

別

会

計

企

業

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業

都 市 計 画 土 地 区 画 整 理 事 業

地 方 卸 売 市 場 事 業

収益的収支

収 入

市 街 地 再 開 発 事 業

動 物 公 園 事 業

公 共 用 地 取 得 事 業

支 出
病 院 事 業

△

△

支 出

収 入
収益的収支

支 出

収 入
収益的収支

支 出

支 出

収 入
収益的収支

支 出

△

△

△
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５５　　決決  算算  額額  状状  況況  表表

（（１１））各各会会計計別別決決算算総総括括表表

収 入 済 額

（注）１  収入済額欄の（　）内書は、還付未済額を示す。

      ２  特別会計、企業会計については、各会計毎に表示単位未満を四捨五入してあるので、小計と一致

        　しない場合がある。

農 業 集 落
排 水 事 業

△

資本的収支
支 出

収 入 △

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

競 輪 事 業

歳 入

介 護 保 険 事 業

一   　　般 　　　　会  　  　計

会　　　計　　　別

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

増　減　額

△

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

霊 園 事 業

予 算 現 額

△

水 道 事 業
収 入

資本的収支

公 債 管 理

学 校 給 食 事 業

小　　　　　　　　　　計

下 水 道 事 業

資本的収支
支 出

収 入

計

収 入
資本的収支

特

別

会

計

企

業

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業

都 市 計 画 土 地 区 画 整 理 事 業

地 方 卸 売 市 場 事 業

収益的収支

収 入

市 街 地 再 開 発 事 業

動 物 公 園 事 業

公 共 用 地 取 得 事 業

支 出
病 院 事 業

△

△

支 出

収 入
収益的収支

支 出

収 入
収益的収支

支 出

支 出

収 入
収益的収支

支 出

△

△

△

     　 （単位：千円）

支 出 済 額 翌年度繰越額 不　用　額

△

△

△

△

△

予 算 に 対
す る 支 出
の 割 合

予 算 に 対
す る 収 入
の 割 合

歳入歳出
差引額

歳 出
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（（２２））一一般般会会計計歳歳入入歳歳出出決決算算額額表表

（（歳歳　　　　入入））

　　科　　　　　　　目　　科　　　　　　　目  当初予算額 補正予算額 予 算 現 額

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

（注）１　収入済額欄の（　）内書は、還付未済額を示す。

　　　２　割合については、表示単位未満を四捨五入している。

法 人 事 業 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

計

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 交 付 税

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

国 庫 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

市 債

繰 入 金

諸 収 入

繰 越 金

財 産 収 入

寄 附 金

利 子 割 交 付 金

市 税

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

繰越財源
充 当 額
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（（２２））一一般般会会計計歳歳入入歳歳出出決決算算額額表表

（（歳歳　　　　入入））

　　科　　　　　　　目　　科　　　　　　　目  当初予算額 補正予算額 予 算 現 額

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

（注）１　収入済額欄の（　）内書は、還付未済額を示す。

　　　２　割合については、表示単位未満を四捨五入している。

法 人 事 業 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

計

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 交 付 税

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

国 庫 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

市 債

繰 入 金

諸 収 入

繰 越 金

財 産 収 入

寄 附 金

利 子 割 交 付 金

市 税

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

繰越財源
充 当 額

予算に対 調定に対
調 定 額 収 入 済 額 する収入 する収入

の 割 合 の 割 合

△

△

△

収入未済額不納欠損額

（単位：千円）

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△
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（（歳歳　　　　出出））

当初予算額 繰  越  額

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費 △1,114,872

諸 支 出 金

予 備 費

災 害 復 旧 費

計

科　    　　　　目 補正予算額
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（（歳歳　　　　出出））

当初予算額 繰  越  額

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費 △1,114,872

諸 支 出 金

予 備 費

災 害 復 旧 費

計

科　    　　　　目 補正予算額 予 算 現 額 支 出 済 額 不　用　額

△180,630

予　備　費

充　用　額

予算に対
する支出
の 割 合

（単位：千円）

翌　年　度

繰　越　額
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（（３３））一一般般会会計計決決算算構構成成割割合合表表

繰入金 繰入金

民生費

教育費

土木費

衛生費

公債費

総務費

消防費
商工費

その他

歳歳 出出 （（ 目目 的的 別別 ））

合 計

千円

％

市税

諸収入

繰入金

使用料及び手数料

繰越金
分担金及び負担金

その他

国庫支出金

市債

地方交付税

県支出金

地方消費税交付金

地方特例交付金 軽油引取税交付金
地方譲与税

法人事業税交付金

その他

歳歳 入入

合 計

千円

％

依

存

財

源

自

主

財

源
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（（３３））一一般般会会計計決決算算構構成成割割合合表表

繰入金 繰入金

民生費

教育費

土木費

衛生費

公債費

総務費

消防費
商工費

その他

歳歳 出出 （（ 目目 的的 別別 ））

合 計

千円

％

市税

諸収入

繰入金

使用料及び手数料

繰越金
分担金及び負担金

その他

国庫支出金

市債

地方交付税

県支出金

地方消費税交付金

地方特例交付金 軽油引取税交付金
地方譲与税

法人事業税交付金

その他

歳歳 入入

合 計

千円

％

依

存

財

源

自

主

財

源

（（４４））一一般般会会計計実実質質収収支支にに関関すするる状状況況

１

２

３

５

（単位：千円）

区 分 金 額

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

実 質 収 支 額

計

４

翌 年 度 へ

繰り越すべき

財 源

（１）継続費逓次繰越額

（２）繰越明許費繰越額

（３）事故繰越し繰越額
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（（５５））一一般般会会計計歳歳入入決決算算額額財財源源別別表表（（対対前前年年度度比比較較））

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金

地 方 譲 与 税

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

県 支 出 金

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

計

自
　
　
　
主
　
　
　
財
　
　
　
源

　市 自 体 の 財 源

依
　
　
　
　
　
　
　
存
　
　
　
　
　
　
　
財
　
　
　
　
　
　
　
源

  国から交付されるもの

  県から交付されるもの

  市               債

小    　　　　　計

科 目
令 和 ６ 年 度

決 算 額 構 成 比
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（（５５））一一般般会会計計歳歳入入決決算算額額財財源源別別表表（（対対前前年年度度比比較較））

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金

地 方 譲 与 税

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

県 支 出 金

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

計

自
　
　
　
主
　
　
　
財
　
　
　
源

　市 自 体 の 財 源

依
　
　
　
　
　
　
　
存
　
　
　
　
　
　
　
財
　
　
　
　
　
　
　
源

  国から交付されるもの

  県から交付されるもの

  市               債

小    　　　　　計

科 目
令 和 ６ 年 度

決 算 額 構 成 比

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ 皆減

増 減 額 増 　減 　率

（単位：千円）

令 和 ５ 年 度 対 前 年 度 増 減

決 算 額 構 成 比
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（（６６））一一般般会会計計歳歳出出決決算算額額目目的的別別表表（（対対前前年年度度比比較較））

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

災 害 復 旧 費

計

科　　　　　　　　　　　　目

令　和　６　年　度

構 成 比決 算 額
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（（６６））一一般般会会計計歳歳出出決決算算額額目目的的別別表表（（対対前前年年度度比比較較））

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

災 害 復 旧 費

計

科　　　　　　　　　　　　目

令　和　６　年　度

構 成 比決 算 額

△ △

△ △

△ △

△ △

△△

（単位：千円）

令　和　５　年　度

構 成 比 増　　減　　額

対　前　年　度　増　減

決 算 額 増　減　率
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（（７７））一一般般会会計計歳歳出出決決算算額額性性質質別別表表（（対対前前年年度度比比較較））

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小　　　　　　　　　　計

普 通 建 設 事 業 費

   　　　補 　助 　事　 業 　費

　　   　単　 独 　事 　業 　費

災 害 復 旧 事 業 費

小　　　　　　　　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 ・貸 付 金

繰 出 金

小　　　　　　　　　　計

計

令　和　６　年　度

決 算 額 構 成 比

義

務

的

経

費

投

資

的

経

費

そ

の

他

の

経

費

科 目
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（（７７））一一般般会会計計歳歳出出決決算算額額性性質質別別表表（（対対前前年年度度比比較較））

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小　　　　　　　　　　計

普 通 建 設 事 業 費

   　　　補 　助 　事　 業 　費

　　   　単　 独 　事 　業 　費

災 害 復 旧 事 業 費

小　　　　　　　　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 ・貸 付 金

繰 出 金

小　　　　　　　　　　計

計

令　和　６　年　度

決 算 額 構 成 比

義

務

的

経

費

投

資

的

経

費

そ

の

他

の

経

費

科 目

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

令　和　５　年　度

決 算 額 構 成 比

対　前　年　度　増　減

増　　減　　額

（単位：千円）

増　減　率
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（（８８））各各会会計計別別地地方方債債総総括括表表

令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度

現　在　高（Ａ） 発　行　額（Ｂ）

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

霊 園 事 業

競 輪 事 業

地 方 卸 売 市 場 事 業

都市計画土地区画整理事業

市 街 地 再 開 発 事 業

動 物 公 園 事 業

公 共 用 地 取 得 事 業

学 校 給 食 事 業

公 債 管 理

計

病 院 事 業

下 水 道 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

水 道 事 業

計

  (注）１　差引現在高には、市債管理基金積立額136,941,313千円は含まない。

       ２　農業集落排水事業は、令和６年度より特別会計から企業会計に移行。
　　　　　 令和５年度現在高は、特別会計の数値を記載。

合　　　　　　　　　　　計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

会　　　　　計　　　　　名

一　　　　般　　　　会　　　　計

企
　
業
　
会
　
計
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（（８８））各各会会計計別別地地方方債債総総括括表表

令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度

現　在　高（Ａ） 発　行　額（Ｂ）

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

霊 園 事 業

競 輪 事 業

地 方 卸 売 市 場 事 業

都市計画土地区画整理事業

市 街 地 再 開 発 事 業

動 物 公 園 事 業

公 共 用 地 取 得 事 業

学 校 給 食 事 業

公 債 管 理

計

病 院 事 業

下 水 道 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

水 道 事 業

計

  (注）１　差引現在高には、市債管理基金積立額136,941,313千円は含まない。

       ２　農業集落排水事業は、令和６年度より特別会計から企業会計に移行。
　　　　　 令和５年度現在高は、特別会計の数値を記載。

合　　　　　　　　　　　計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

会　　　　　計　　　　　名

一　　　　般　　　　会　　　　計

企
　
業
　
会
　
計

（単位：千円）

差引現在高
令 和 ６ 年 度 元 利 償 還 金   

元　金 （Ｃ） 利　　子 計

- 25 -



（（９９））債債務務負負担担行行為為 (単位:千円)

令和 年度以降

新 規 設 定 支 出 額 支 出 予 定 額

議会Wi-Fi環境整備

庶務事務システム構築･運用管理

公共施設予約システム利用料

電子申請システム利用料

あなたにお知らせサービス運用

電子申請システム公金収納連携機能運用管理

CHAINS端末配置最適化

第１期（業務共通、介護保険、税務）システム開発・保守

住民情報系システム統合運用

子ども・子育て支援システム開発・保守

内部管理システム開発・保守

第2期（福祉）･第3期（住民記録、国民健康保険）システム開
発･保守

総合窓口等支援システム開発･保守等

人事給与情報システム開発・運用・保守

第４次ＣＨＡＩＮＳ構築・運用管理

第４次ＣＨＡＩＮＳ等に係るホスティングサービス等委託

第４次ＣＨＡＩＮＳサービス

第５次ＣＨＡＩＮＳ等構築・運用管理

第５次ＣＨＡＩＮＳサービス（令和６年度追加）

住民情報系端末等賃借料

ちば電子調達システム利用料

市役所コールセンター運用管理

統合サーバ運用

ネットワーク機器等ハウジングサービス委託

住民基本台帳ネットワークシステム等ハウジングサービス委託

住民情報系システムソフトウェアライセンス賃借料

標準準拠システム移行プロジェクト管理等支援業務

ガバメントクラウド環境構築等業務

ガバメントクラウド接続機器導入及び運用・保守業務

住民情報系システム機器運用・保守業務

業務共通システム移行及び運用・保守業務

総合窓口支援システム移行及び運用・保守業務

LＭＳ（学習管理システム）運用

在宅勤務等リモートアクセス環境運用保守

市政情報提供システム改修・運用

市政だより作成

市政だより全戸ポスティング

市民便利帳作成

データカタログサイト保守費用

マイナポータルと基幹システムのオンライン接続

CHAINS機器等の新庁舎移設

インターネット接続環境の更新

千葉県自治体情報セキュリティクラウドの導入

複合機及び認証印刷の導入

支出命令書等審査支援

資産データベースシステム開発・運用

千葉中央コミュニティセンター再整備（実施設計等）

新庁舎整備

新庁舎整備総合管理支援

自動運転車サービス推進

総合防災情報システムの構築および調達

市税滞納管理システム更新・運用管理

納税通知書等作成

市民税入力データ作成

特別徴収税額決定・変更通知書等作成

給与所得者等異動届出書データ化・RPA自動投入等業務

事　項
令 和 年 度 決 算 額
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（（９９））債債務務負負担担行行為為 (単位:千円)

令和 年度以降

新 規 設 定 支 出 額 支 出 予 定 額

議会Wi-Fi環境整備

庶務事務システム構築･運用管理

公共施設予約システム利用料

電子申請システム利用料

あなたにお知らせサービス運用

電子申請システム公金収納連携機能運用管理

CHAINS端末配置最適化

第１期（業務共通、介護保険、税務）システム開発・保守

住民情報系システム統合運用

子ども・子育て支援システム開発・保守

内部管理システム開発・保守

第2期（福祉）･第3期（住民記録、国民健康保険）システム開
発･保守

総合窓口等支援システム開発･保守等

人事給与情報システム開発・運用・保守

第４次ＣＨＡＩＮＳ構築・運用管理

第４次ＣＨＡＩＮＳ等に係るホスティングサービス等委託

第４次ＣＨＡＩＮＳサービス

第５次ＣＨＡＩＮＳ等構築・運用管理

第５次ＣＨＡＩＮＳサービス（令和６年度追加）

住民情報系端末等賃借料

ちば電子調達システム利用料

市役所コールセンター運用管理

統合サーバ運用

ネットワーク機器等ハウジングサービス委託

住民基本台帳ネットワークシステム等ハウジングサービス委託

住民情報系システムソフトウェアライセンス賃借料

標準準拠システム移行プロジェクト管理等支援業務

ガバメントクラウド環境構築等業務

ガバメントクラウド接続機器導入及び運用・保守業務

住民情報系システム機器運用・保守業務

業務共通システム移行及び運用・保守業務

総合窓口支援システム移行及び運用・保守業務

LＭＳ（学習管理システム）運用

在宅勤務等リモートアクセス環境運用保守

市政情報提供システム改修・運用

市政だより作成

市政だより全戸ポスティング

市民便利帳作成

データカタログサイト保守費用

マイナポータルと基幹システムのオンライン接続

CHAINS機器等の新庁舎移設

インターネット接続環境の更新

千葉県自治体情報セキュリティクラウドの導入

複合機及び認証印刷の導入

支出命令書等審査支援

資産データベースシステム開発・運用

千葉中央コミュニティセンター再整備（実施設計等）

新庁舎整備

新庁舎整備総合管理支援

自動運転車サービス推進

総合防災情報システムの構築および調達

市税滞納管理システム更新・運用管理

納税通知書等作成

市民税入力データ作成

特別徴収税額決定・変更通知書等作成

給与所得者等異動届出書データ化・RPA自動投入等業務

事　項
令 和 年 度 決 算 額

(単位:千円)

令和 年度以降

新 規 設 定 支 出 額 支 出 予 定 額

税務事務センター運営

コンビニエンスストア収納業務
（市税、保育料、自転車整理手数料）

固定資産評価（土地）総合支援業務

統一滞納管理システム構築・運用管理

納付推進センター運営

東西市税事務所市民税課窓口業務派遣

税務システム改修（森林環境税対応）

税務システム改修（特別徴収税額通知電子化対応）

税務システム改修（二輪車等手続きの電子化対応）

特別徴収異動届出書等処理業務派遣

住民基本台帳ネットワーク用機器更新（補助金分）

住民基本台帳ネットワーク用機器更新（通常分）

戸籍情報システム機器更新・運用管理

戸籍情報システムデータ移行

戸籍情報システムクラウドサービス利用料

戸籍法改正対応機器保守業務(広域化）

区役所等窓口混雑状況配信システム構築・運用管理

コンビニ交付システム更新・運用保守

区政事務センター運営・市民総合窓口課業務派遣

マイナンバーカード出張窓口

芸術祭開催負担金

第２期スポーツ推進計画策定支援業務

千葉ポートアリーナ空調機インバータ改修

文化センターホール照明設備整備

幕張西スポーツ広場管理棟賃借料

防犯街灯ＬＥＤ化事業

特定健診・健康診査受診券作成及び封入封緘
特定健診等情報提供用パンフレット等の作成及び配付

緊急通報システム整備(平成30年度分)

災害援護資金貸付償還金利子補給

社会福祉施設整備資金借入補助等

社会福祉施設整備資金利子補給等

生活困窮者自立相談支援

被保護者就労支援

被保護者就労準備支援

生活困窮者就労準備支援

療育センター大規模改修仮設プレハブ賃借料

子どもルーム賃借料

子どもルーム運営

公立保育所整備

民間保育園給付等業務

公立保育所休日保育

保育所業務効率化システム利用料

保育士等給与改善

児童相談所一時保護所学習室賃借料

児童相談システム開発・保守

子ども医療費助成（システム改修）

里親養育包括支援

LED保育所照明灯賃借料

休日救急診療所医療機器等移転

がん検診等受診券作成及び封入封緘

上水道給水装置設置等資金利子補給

紙おむつ等使用世帯支援用指定袋保管梱包配送

粗大ごみ収集運搬

粗大ごみ受付センター運営

家庭用指定袋保管管理配送

事　項
令 和 年 度 決 算 額
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(単位:千円)

令和 年度以降

新 規 設 定 支 出 額 支 出 予 定 額

家庭用指定袋（ごみ袋）製造（令和６年度第3期）

最終処分場長期責任型運営維持管理

次期最終処分場基本計画作成

清掃工場長期責任型運営維持管理

新浜リサイクルセンターPLC更新

新清掃工場建設・運営維持管理

新清掃工場プラント施工監理

新清掃工場建築施工監理

新清掃工場送電線等布設工事負担金

新清掃工場環境影響評価事後調査

次期リサイクル施設整備基本計画作成

衛生センター維持補修

下田最終処分場浸出水処理施設建替施設整備・運営

下田最終処分場浸出水処理施設建替工事設計施工監理

幕張新都心廃棄物空気輸送システムごみ輸送管交換

塵芥収集車調達

新港清掃工場リニューアル整備事業者選定アドバイザリー

新港清掃工場リニューアル整備生活環境影響調査

新清掃工場ガス引込工事負担金

脱炭素先行地域における清掃工場余剰電力活用

奨学金返還サポート

ふるさとハローワーク運営

農業近代化資金利子補給
農業後継者対策利子補給等

※

ニューファーマー育成研修

国営北総中央土地改良事業負担金

企業立地促進融資利子補給
中小企業資金融資利子補給

※

中小企業資金融資損失てん補 ※

企業立地促進事業補助 ※

農業法人立地促進事業補助

産業用地整備支援建設負担金

消費生活センター・計量検査所複合施設ＰＦＩ特定事業

千葉市民花火大会開催負担金

市有建築物計画的保全

LED自転車駐車場照明灯賃借料

LED道路照明灯賃借料

道路整備

道路維持作業車調達

幕張新都心共同溝設備更新

都市モノレール（インフラ施設）更新改良

河川整備

急傾斜地崩壊対策

排水施設整備

下水道管路施設包括的維持管理

都市下水路整備

河川魅力発信業務

千葉マリンスタジアム（建替・改修）基本構想策定

JR海浜幕張駅改札口新設等

泉地域コミュニティバス運行

大宮台コミュニティバス運行

川崎町南北線整備費

地区別バリアフリー基本構想の策定

鉄道駅バリアフリー化設備整備補助（ホームドア整備等）

都市モノレールATC更新補助

都市モノレール車両更新補助

モデル地区公園再編計画策定

事　項
令 和 年 度 決 算 額
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(単位:千円)

令和 年度以降

新 規 設 定 支 出 額 支 出 予 定 額

家庭用指定袋（ごみ袋）製造（令和６年度第3期）

最終処分場長期責任型運営維持管理

次期最終処分場基本計画作成

清掃工場長期責任型運営維持管理

新浜リサイクルセンターPLC更新

新清掃工場建設・運営維持管理

新清掃工場プラント施工監理

新清掃工場建築施工監理

新清掃工場送電線等布設工事負担金

新清掃工場環境影響評価事後調査

次期リサイクル施設整備基本計画作成

衛生センター維持補修

下田最終処分場浸出水処理施設建替施設整備・運営

下田最終処分場浸出水処理施設建替工事設計施工監理

幕張新都心廃棄物空気輸送システムごみ輸送管交換

塵芥収集車調達

新港清掃工場リニューアル整備事業者選定アドバイザリー

新港清掃工場リニューアル整備生活環境影響調査

新清掃工場ガス引込工事負担金

脱炭素先行地域における清掃工場余剰電力活用

奨学金返還サポート

ふるさとハローワーク運営

農業近代化資金利子補給
農業後継者対策利子補給等

※

ニューファーマー育成研修

国営北総中央土地改良事業負担金

企業立地促進融資利子補給
中小企業資金融資利子補給

※

中小企業資金融資損失てん補 ※

企業立地促進事業補助 ※

農業法人立地促進事業補助

産業用地整備支援建設負担金

消費生活センター・計量検査所複合施設ＰＦＩ特定事業

千葉市民花火大会開催負担金

市有建築物計画的保全

LED自転車駐車場照明灯賃借料

LED道路照明灯賃借料

道路整備

道路維持作業車調達

幕張新都心共同溝設備更新

都市モノレール（インフラ施設）更新改良

河川整備

急傾斜地崩壊対策

排水施設整備

下水道管路施設包括的維持管理

都市下水路整備

河川魅力発信業務

千葉マリンスタジアム（建替・改修）基本構想策定

JR海浜幕張駅改札口新設等

泉地域コミュニティバス運行

大宮台コミュニティバス運行

川崎町南北線整備費

地区別バリアフリー基本構想の策定

鉄道駅バリアフリー化設備整備補助（ホームドア整備等）

都市モノレールATC更新補助

都市モノレール車両更新補助

モデル地区公園再編計画策定

事　項
令 和 年 度 決 算 額

(単位:千円)

令和 年度以降

新 規 設 定 支 出 額 支 出 予 定 額

有料公園施設の改修

幕張海浜公園活性化事業負担金

千葉公園再整備公園拡張用地移転物件補償

フクダ電子アリーナ大型映像装置賃借料

亥鼻公園法面擁壁改修

泉自然公園放送設備更新

泉自然公園駐車場精算機リース

若葉公園緑地事務所倉庫設置

蘇我スポーツ公園用地取得・施設整備費

動物公園の環境負荷低減の推進

LED遊歩道照明灯賃借料

被災者住宅建築資金利子補給

消防事務処理システム更新

消防防災ヘリコプター機体更新

ちば消防共同指令センター指令システム更新

第3期救急情報共有システムの運用

教育情報ネットワーク（CABINET）更新

第3次CABINET構築・運用

小学校給食室冷暖房設備設置

特別支援学校給食室冷暖房設備設置

GIGAスクール用端末運用管理

小学校校舎棟賃借料（幕張東小学校外４校）

学校施設環境整備（小・中学校冷暖房設備設置）

学校施設環境整備(大規模改造実施設計等)

中等教育学校整備

小学校エレベータ設置実施設計（生浜東小学校外３校）

中学校エレベータ設置実施設計（千城台西中学校外4校）

小学校上水道設備改修

小学校消火設備改修

中学校消火設備改修

中学校体育館冷暖房設備整備基本・実施設計
（新宿中学校外２４校）

高等学校体育館冷暖房設備整備基本・実施設計
（稲毛高等学校）

特別支援学校体育館冷暖房設備整備基本・実施設計
（養護学校外２校）

外国人講師配置

千葉高等学校冷暖房設備整備

千葉高等学校冷暖房設備賃借料（特別教室)

稲毛高等学校外１校冷暖房設備賃借料（特別教室）

高等特別支援学校校舎棟賃借料

高等学校及び特別支援学校高等部GIGAスクール端末運用
管理

高等学校及び特別支援学校高等部GIGAスクールネットワーク
運用管理

第二養護学校校舎棟賃借料

養護学校校舎棟賃借料

第二養護学校エレベータ賃借料

学校徴収金会計管理システム運用管理

教員奨学金返還サポート

学力状況調査

公金・準公金一括徴収管理システム運用管理

第二養護学校スクールバス運行

第二養護学校スクールバス賃借料

学校給食センターPFI特定事業

科学館プラネタリウム投影機器更新

事　項
令 和 年 度 決 算 額
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(単位:千円)

令和 年度以降

新 規 設 定 支 出 額 支 出 予 定 額

犢橋公民館建物等賃借料

アフタースクール運営

稲浜小アフタースクール専用棟整備

体験学習バス借り上げ

放課後子ども教室活動支援

放課後子ども教室運営の民間委託

郷土博物館展示リニューアル

図書館システム構築・運用

千城台公民館・若葉図書館再整備

指定管理者制度を活用した公の施設の管理運営

ふるさと納税の運用

一 般 会 計 合 計

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

霊園事業

競輪事業

地方卸売市場事業

動物公園事業

学校給食事業

特 別 会 計 合 計

病院事業

下水道事業

企 業 会 計 合 計

（注）令和7年度以降支出予定額に含まれる利子は、令和6年度末時点の利率による。

（注）消費税及び地方消費税を含む。

（注）「※」は、新規設定分のうち、限度額の金額が変動し、定まらないもの。

企
業
会
計

総　　　合　　　計

事　項
令 和 年 度 決 算 額

特
別
会
計
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　　健全化判断比率

（単位：％、％ポイント）

実質赤字比率
連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担比率

令 和 ６ 年 度 - - 10.4 120.1

令 和 ５ 年 度 - - 10.7 122.4

増 減 - - △ 0.3 △ 2.3

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0

財 政 再 生 基 準 20.00 30.00 35.0

（注）　実質赤字比率及び連結実質赤字比率が算定されない（黒字である）ため、

　　　 「-」を記載している。　

　　資金不足比率

（単位：％）

（注）１　資金不足比率が算定されない事業については、「-」を記載している。

　　　２　農業集落排水事業の令和５年度の値は、農業集落排水事業特別会計

　　　　 （地方公営企業法非適用事業）として算定したもの。

（10）健全化判断比率・資金不足比率

病院事業 下水道事業
農業集落
排水事業

水道事業
地方卸売
市場事業

動物公園事業

令 和 ６ 年 度 － － － － － －

令 和 ５ 年 度 － － － － － －

経 営 健 全 化
基 準

20.0

法適用 法非適用
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